第８章　製造業
概況
昭和49年におけるわが国の経済は、石油危機、資源不足といわれる重大な事態のなかで、前年末から卸売物価等物価の急上昇が続き、個人消費の急速な落込み、総需要抑制策の浸透もあって、需要は年度当初から冷え込み、その後も停滞基調を続けたことにより、在庫過剰の顕在化、稼働率の連続低下をきたし、雇用調整等減産体制は本格化するにいたった。
　このようにわが国経済は、年初から不況色を強め、大型の不況に直面しているが、物価は依然として高騰を続けており、経済はさらに名目的拡大の一途をたどってきた。
　このような経済情勢を背景とした本府工業の生産活動をみると、昭和49年12月31日現在の製造業稼働事業所数は６万5,601事業所と、前年より1.3パーセント（893事業所）減を示し、昭和30年以降最大の減少となった。業種別では電気機器が9.8パーセント（343事業所）減で最も落込み、繊維も4.5パーセント（376事業所）減と、この２業種で減少実数の80パーセント以上を占めている。
　従業者数は、全般的な省力化の進行と事業所の分散等のほか、雇用調整等の影響もあって、20業種のうち石油石炭を除く19業種で減少しており、総数で102万5,132人と前年より6.0パーセント（6万5,956人）減を示し、事業所数と同様昭和30年以降最大の落込みとなった。
　年間の製造品出荷額は、物価続騰の要因もあって、前年より18.9パーセント（2兆920億円）増と伸び、総額で13兆1,439億円となった。出荷額を業種別にみると、重化学工業部門が22.2パーセント（1兆6,028億円）増と上伸し、上昇寄与率も76.6パーセントを占めている。なかでも、石油石炭111.9パーセント増、一般機械35.2パーセント増が目立ち、金属、鉄鋼、化学も20パーセント台の伸びを示した。反面、電気機器の1.4パーセント増をはじめ、非鉄金属、精密機器、輸送機器は低調な動きであった。
　一方、軽工業部門では、ゴム製品、食料品、パルプ紙、窯業土石等が20パーセント以上の上伸をしたが、繊維0.9パーセント減、木材5.0パーセント減、と２業種の落込みが目立ち、軽工業部門は全般的に低調な推移をみせた。
　出荷額の業種別構成では、前年首位の鉄鋼にかわり、一般機械が13.2パーセントと３年ぶりに首位を占め、次いで鉄鋼12.7パーセント、金属製品10.2パーセントの順となり、電気機器は9.8パーセントと第４位に落ち込んだ。
　地域別の状況をみると、事業所数では、東大阪地域の2.7パーセント（436事業所）増が５年連続して増加しているのが目立つ反面、大阪市地域は3.1パーセント（1,051事業所）減少し、府下減少実数（893事業所）以上の減少をみせている。
　出荷額は、各地域とも前年に比べ伸び率を低下させているが、泉州地域が石油・石炭、化学の伸張もあって27.5パーセント（6,510億円）増と最高を示した。一方、毎年堅調に推移してきた東大阪地域が15.3パーセント増と最も低い伸びにとどまったのが注目される。また、地域別割合では、泉州地域が前年に続き1.5パーセント高め、22.9パーセントとなったのが、目立ち、逆に大阪市地域は、前年よりさらに0.8パーセント低下し38.9パーセントとなり、10数年間連続低下傾向が続いている。
工業生産活動の動向
　昭和49年の大阪府鉱工業生産指数は、年平均で116.8となり、48年の年平均指数122.5に比較すると5.7ポイント減、年率で4.7パーセント減となった。前年比でマイナスを記録したのは過去の不況期にも例をみなかったことである。このことから過熱化傾向もみられた景気の上昇の中で推移した前年とはうって変って49年は年初から期を追って不況色を強め、過去の不況と比較しても、最も大型の不況に直面したといえる。これを、四半期ごとの生産の推移でみると、１月から３月期に前期比が前年末の石油供給削減の影響などにより、マイナス6.4パーセントと大きく落込み、引続いて４月から６月期マイナス1.4パーセント、さらに、７月から９月期は夏季休暇、減産強化などが重なりマイナス5.9パーセントと低下幅が大きくなり、10月から12月期もマイナス2.7パーセントと四期連続の低下となった。さらに、年間の動きを対前年同期比でみると１月から３月期6.9パーセント増、４月から６月期マイナス0.8パーセント、7月から9月期マイナス7.9パーセント、10月から12月期マイナス15.5パーセントと推移し、年初に上伸しているものの、後は期を追って低下幅が大きくなっていった。生産の動向を業種別にみると、前年末発生した原油供給削減問題の影響と総需要抑制策の浸透とがあいまって、多くの業種で減産体制がとられ全般的に低調に終始し、不況期にあっても前年比マイナスとなる業種が少なかった過去の不況とは異なり10業種で前年の活動水準を下回る結果となった。
　なかでも、木材・木製品工業マイナス29.7パーセント、非鉄金属工業マイナス25.6パーセントが20パーセント以上の低下となっているほか、その他工業マイナス19.8パーセント、パルプ・紙・紙加工品工業マイナス18.9パーセント、窯業・土石製品工業マイナス12.5パーセント、電気機械工業マイナス10.4パーセントと４業種で10パーセント台の低下をみせ、秋口までの世界的鋼材需給逼迫による輸出の好況にささえられた鉄鋼も内需の停滞からマイナス6.8パーセントとなり、石油・石炭製品工業もマイナス6.6パーセントであった。反面、土木建設機械、電卓などの事務・民生・サービス用機械、農業用機械などが堅調であった一般機械工業4.8パーセント増など３業種が上昇業種となっている。
